
2004年度中間決算説明会2004年度中間決算説明会

2004年12月2日



1

730

627

705
678

715
684

500

600

700

800

00/3 01/3 02/3 03/3 04/3 05/3

実質業務純益

（億円）

210
309

348

775

502

352

0

200

400

600

800

00/3 01/3 02/3 03/3 04/3 05/3

信用コスト

（億円）

はじめに

300

162 131

▲ 267

257

89

0

200

400

00/3 01/3 02/3 03/3 04/3 05/3

当期純利益

（億円）

上期実績
195億円
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（予想）

（予想）

（予想）

■2004年9月期は、資金利益の増加や不良債権
処理の大幅減少などにより、経常利益で288億
円、中間純利益で195億円（ともに過去最高益）
を計上した。
また、連結TierⅠ比率は前年同期比0.5ポイン
ト上昇の7.4%となるなど、財務体質も大きく向
上した。

■業務粗利益は住宅ローン・投資信託等の個人

ビジネス拡大を主因に増加、実質業務純益も

前年同期比5.9%増の355億円を計上した。

■変化の激しい時代にあっては顧客ニーズへの

適時・的確な対応力がポイントになる。本日は、

2005年3月末に終了する中計「創造とスピード

の100週間」に基づき進めてきた施策の成果と、

今後の収益力増強に向けた取組みについて

新中期経営計画の骨子を踏まえてご説明する。

※信用コスト＝不良債権処理額＋一般貸倒引当金純繰入額

上期実績
44億円

上期実績
355億円
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03/9期 04/9期

増減額

業務粗利益 705 725 19 
ｳﾁ 資金利益 605 615 9 
ｳﾁ 役務取引等利益 82 83 0 
経費 370 369 ▲ 0 
 ｳﾁ 人件費 189 182 ▲ 7 
ｳﾁ 物件費 162 166 4 
実質業務純益 335 355 20 
コア業務純益 333 349 16 
一般貸倒引当金純繰入額 ▲ 36 -           36 
業務純益 298 355 56 
臨時損益 ▲ 134 ▲ 67 67 
ｳﾁ 不良債権処理額 ▲ 138 ▲ 83 55 
ｳﾁ 株式等関係損益 5 8 2 
ｳﾁ 年金処理 ▲ 13 ▲ 4 8 
経常利益 164 288 124 
特別損益 47 51 4 
ｳﾁ 貸倒引当金取崩額 -           38 38 
ｳﾁ 償却債権取立益 0 15 15 
ｳﾁ 代行部分返上益 49 -           ▲ 49 
中間純利益 117 195 78 

<億円>

中間決算概要①Ｐ／Ｌ

業務粗利益の増加と信用コストの減少から、経常・中間純利益とも半期での最高益を更新業務粗利益の増加と信用コストの減少から、経常・中間純利益とも半期での最高益を更新

04/9期 増減額

国内業務部門 600 3 

国際業務部門 15 5 

615 9 合計

トップライン → 増加
信用コスト → 減少

トップライン → 増加
信用コスト → 減少

（億円）

04/9期 増減額

一般貸引純繰入額 0 36 

不良債権処理額 ▲ 45 93 

債務者区分悪化 ▲ 113 35 

担保下落 ▲ 29 17 

債務者区分改善、回収等 98 41 

▲ 44 130 合計

04/9期 増減額

役務取引等収益 142 5 

うち投信+年金 35 6 

役務取引等費用 58 4 

うちローン関連手数料 37 3 

83 0 合計

資
金
利
益

役
務
取
引
等
利
益

信
用
コ
ス
ト
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<億円> 04/3末 04/9末
増減額

資産の部 82,178 84,244 2,066 

 ｳﾁ 現金預け金 2,813 1,758 ▲ 1,055 

コールローン 1,726 853 ▲ 872 

貸出金 56,781 56,554 ▲ 226 

有価証券 14,587 17,946 3,359 

繰延税金資産 733 692 ▲ 40 

負債の部 78,374 80,376 2,002 

  ｳﾁ 預金 72,664 73,879 1,214 

譲渡性預金 994 1,380 385 

資本の部 3,803 3,867 63 

 ｳﾁ 資本金 1,210 1,210 -          

資本剰余金 981 981 0          

利益剰余金 1,191 1,346 154 

その他有価証券評価差額金 293 192 ▲ 101 

中小企業及び個人向け貸出金は増加基調を維持、預金も個人預金を中心に増加中小企業及び個人向け貸出金は増加基調を維持、預金も個人預金を中心に増加

42,693 43,533 44,251 44,744

7,055
7,076 7,027

7,037

6,138
6,885 6,287 5,415

177
189 160 182

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

60,000

03/3末 03/9末 04/3末 04/9末

中小企業及び個人

大･中堅企業

公共

＜貸出金＞

（億円） 海外

（部分直接償却前）　

預金内訳 04/3末 04/9末 増減額

預金合計 72,664 73,879 1,214 

ｳﾁ 個人 55,113 55,762 648 

個人預金中心に増加個人預金中心に増加

中小企業及び個人向け貸出は増加中小企業及び個人向け貸出は増加

▲871

＋9

＋493

中間決算概要②Ｂ／Ｓ
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中計目標と実績

連結当期純利益（億円）連結当期純利益（億円）

実質業務純益*１（億円）実質業務純益*１（億円）

OHROHR

当期純利益ROA *2当期純利益ROA *2

当期純利益ROE *3当期純利益ROE *3

TierⅠ比率TierⅠ比率

300300

730730

50%程度50%程度

0.3%以上0.3%以上

7%程度7%程度

7%以上7%以上

05/305/3

収益収益

効率性効率性

健全性健全性

経営指標経営指標

＊１　実質業務純益＝業務純益－一般貸倒引当金純繰入額

＊2　当期純利益ＲＯＡ＝当期純利益÷総資産平残（除支承）
＊3　当期純利益ＲＯＥ＝当期純利益÷期末資本の部
連結当期純利益以外は全て単体ベース

2005年3月末の中期経営計画目標達成に向け、順調に進捗2005年3月末の中期経営計画目標達成に向け、順調に進捗

117117

335335

52.6%52.6%

0.29%0.29%

6.74%6.74%

6.71%6.71%

03/9
（中間）

03/9
（中間）

実績 目標

207207

355355

51.4%51.4%

0.46%0.46%

10.08%10.08%

7.13%7.13%

04/9
（中間）

04/9
（中間）
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<億円> 04/3期 04/9期 05/3期

（実績） （中間実績） （予想）
04/3期比

増減額

業務粗利益 1,425 725 1,470 45 

ｳﾁ 資金利益 1,208 615 1,240 32 

ｳﾁ 役務取引等利益 168 83 170 2 

経費 741 369 740 ▲ 1 

 ｳﾁ 人件費 371 182 360 ▲ 11 
ｳﾁ 物件費 332 166 338 6 

実質業務純益 684 355 730 46 

コア業務純益 672 349 720 48 

経常利益 403 288 500 97 

当期純利益 257 195 300 43 

信用コスト ▲ 309 ▲ 44 ▲ 210 99 

2004年度 業績予想

経常利益500億円、当期純利益300億円へ経常利益500億円、当期純利益300億円へ

※実質業務純益＝業務純益－一般貸倒引当金純繰入額
※コア業務純益＝実質業務純益－債券損益



収益構造改革の取組み
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貸出金利回り

信用コスト
控除後
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経費率

資金調達
利回り

※国内業務部門
※信用コスト率は貸出金末残と信用コストより算出

貸出利鞘と信用コスト

信用
コスト率

信用コスト率上昇により
貸出利鞘はマイナス

（％）
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ＯＨＲ・経費

税　金

物件費

人件費

ＯＨＲ

地銀平均
61.1％

（億円）
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高い収益性実現のために

法人ビジネスの
再構築

法人ビジネスの
再構築

個人ビジネスの
更なる強化

個人ビジネスの
更なる強化

中期経営計画「創造とスピードの100週間」に基づく主要施策中期経営計画「創造とスピードの100週間」に基づく主要施策

04/4 ローンセンター４か所増設

03/4　県内店、新規専担者配置

03/4 資産運用ｾﾐﾅｰ開催

（02/12　都内店、新規専担者配置）

04/3 CLO活用融資

04/1 支店長決裁権限拡大

03/10 ローンプラザ等増設

03/10 カードローン
　　　　　電話・ﾌｧｯｸｽ積極活用

03/10 地区法人営業部設置

03/6 法人ビジネスセンター設置

03/10 ダッシュ5000取扱開始

04/2 ビジネスローン改定

03/11 資産運用相談ｺｰﾅｰ設置開始

03/12 県内大学と教育ﾛｰﾝ提携実施

03/6 ﾘｽｸ限定型株式投信投入

03/12 長期外貨定期預金取扱開始

04/3 千葉県版CLO投信販売

03/6 市川市中学校・ケアハウスPFIのアレンジ

中
計

ｽﾀ
ｰﾄ

顧客ニーズに
迅速・的確に応え

高い収益性を
実現

顧客ニーズに
迅速・的確に応え

高い収益性を
実現

（0
3/
4）

04/10 コンサルティング・プラザ開設

04/9 千葉市給食センター
PFIのアレンジ

04/10 市川に
　　　　　　地区法人営業部設置

04/7 スパート3000取扱開始

04/9 新株予約権付協調融資を実施

04/10 ATM稼働時間延長

04/10 成田空港支店開設

04/5 カード発行機設置開始 04/10 第2回千葉県版
　　CLOアレンジャー受託
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収益性の高い住宅ローンや無担保消費者ローンが順調に増加収益性の高い住宅ローンや無担保消費者ローンが順調に増加

消費者ローンの増強

住宅ローン残高（末残）住宅ローン残高（末残）

国内貸出金に占める割合国内貸出金に占める割合

住宅ローン残高と貸出金に占める割合

個人個人

※計数は部分直接償却前

（％）
（億円）

主な無担保消費者ローン残高

※カードローンは、カードローン10、20、50、100、200及び
　 ﾓﾋﾞｯﾄ保証付きｶｰﾄﾞﾛｰﾝ、ｼﾞｬｯｸｽ保証付きｶｰﾄﾞﾛｰﾝの残高を掲載

（億円）
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投資信託手数料

863
534 367

220
1,218

429

1,319

62

228

308

2,287
2,841

1,543

462

1,083

2,244

4,202

6,000

5,155

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

02/3 03/3 04/3 04/9 05/3

変額年金保険

定額年金保険

株式投信

公社債投信

株式投信・年金保険販売は引き続き好調株式投信・年金保険販売は引き続き好調

フィービジネスの牽引役

投資信託・年金保険　手数料収入

（億円）

個人個人

投資信託・年金保険残高推移

（億円）

（計画）（計画）

35.1

04/9
実績

13.9

21.2
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新たなチャネルの展開

新たなチャネルの展開で個人向け営業力を強化新たなチャネルの展開で個人向け営業力を強化

ちばぎんコンサルティング・プラザちばぎんコンサルティング・プラザ

個人個人

成田空港支店成田空港支店

→資産運用ニーズの多様化・高度化に
積極的に対応

→各分野に精通したスタッフを配置し、
グループの金融ノウハウを結集。

10月5日千葉駅前大通り沿いにオープン

6年7ヶ月振りの支店新設（県内150か店目）

約630の空港内事業所、約4万6千人の空港
内就業者の取引を推進

空港内両替拠点は3か所に

キャッシュ16通貨、T/C6通貨を取扱い

マネープランデスク、ローンご相談窓口、外部
専門家相談デスク、外貨両替窓口、証券窓口
を設置

土日・祝日も営業。貸金庫も休日利用可能に。

常設セミナースペースで資産運用相談などの
セミナーを開催。

→成田空港民営化に積極的に対応

→ご相談窓口も配置し、空港関連職員の
　 金融相談にも対応

10月25日成田国際空港第2ターミナル2階にオープン
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308 318 333 338

295

284253 262 272

401 416
355

0

500

1,000

04/3 04/4 04/5 04/6 04/7 04/8 04/9 04/10

スパート3000残高
ダッシュ5000残高

358

459 432

521

200

300

400

500

600

03/3 03/9 04/3 04/9

24,967

24,257
24,465

24,605

206

206

24,786

22,000

24,000

26,000

02/9 03/3 03/9 04/3 04/9

増加が続く中小企業向け貸出

新商品投入、新規専担者配置により、中小企業向け貸出は増加新商品投入、新規専担者配置により、中小企業向け貸出は増加

中小企業向け貸出残高

（億円）

法人法人

※計数は部分直接償却前

CLOｵﾌﾊﾞﾗﾝｽ額

03/10　
「ダッシュ5000」
取扱開始
地区法人営業
部3か所設置

04/7　
「スパート3000」
取扱開始

　　　03/4　
県内店に新規
専担者配置

　　02/12　
都内店に新規
専担者配置

新規融資実行額

（億円）

ダッシュ5000/スパート3000　残高推移

※千葉県内+秋葉原ブロック

（億円）
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預貸以外の新たな収益源により収益は増加へ預貸以外の新たな収益源により収益は増加へ

法人法人

118

1,376

1,488

1,700

336

0

500

1,000

1,500

2,000

01/3 02/3 03/3 04/3 05/3(計画）

661
738

1,400

1,261

657

0

500

1,000

1,500

2,000

01/3 02/3 03/3 04/3 05/3(計画）

新種業務

外為（両替除き）

対顧客デリバティブ販売収益 対顧客外為手数料/新種業務手数料

※キャップ、金利スワップ、通貨スワップなど

※管理収益ベース

※外為手数料は両替手数料を除く

※新種業務手数料：シローン組成手数料、Ｍ＆Ａ手数料、私募債手数料など

（百万円）
（百万円）

791

04/9実績 04/9実績

602

新たな収益源の拡大
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ＣＬＯやＰＦＩなど高度な金融スキルへ積極対応ＣＬＯやＰＦＩなど高度な金融スキルへ積極対応

建設会社建設会社

千葉市千葉市

ＳＰＣ

㈱千葉大
宮学校給
食サービス

ＳＰＣ

㈱千葉大
宮学校給
食サービス

建設会社
給食会社
施設維持
管理会社

建設会社
給食会社
施設維持
管理会社

　当　行
　　他
　　　　　　

　　

　当　行
　　他
　　　　　　

　　

給食会社給食会社

業務委託

再委託

融　

資

出　

資

協定

施設維持
管理会社

施設維持
管理会社

１５年

22億円

千葉市ＰＦＩ

■ＰＦＩ方式で給食センターを建設、運営する全国初

の事例。

ＳＰＣＳＰＣ
機関
投資家

機関
投資家

資金資金

■初回に続き第２回千葉県版ＣＬＯアレンジャー受託

■２種類の融資《固定（２年）/変動（５年）》を用意

金融機関
（当行 他）

金融機関
（当行 他）

信託銀行信託銀行

投
資
信
託
会
社

投
資
信
託
会
社

お客さまお客さま

信用
保証協会

信用
保証協会

融資

信用保証

投資
信託

信託 信託受益権

ＡＢＣＰ

お
客
様
（
中
小
企
業

）

お
客
様
（
中
小
企
業

）

資金資金

信託
受益権

信託
受益権

千葉県版ＣＬＯ

新しい金融手法への取組み

千葉県
千葉市

千葉県
千葉市

損失補填



強固なバランスシートの構築
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1,463 1,752 1,836 1,777 1,760 1,513 1,323

394 362

1,726
1,633 1,483 1,342 1,529 1,346 1,770

1,759

1,715
1,356

282

1,256 1,207 1,214

2,258
2,187 2,002

1,687

1,503

1,396

1,826

7.4

9.3
9.0 9.1

8.0

6.2

5.3

4.5

5.9

7.87.9

(6.6)

3,472

4,641 4,526 4,384

5,564
5,294 5,286

4,771

3,614
3,115

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

00/3 00/9 01/3 01/9 02/3 02/9 03/3 03/9 04/3 04/9 05/3

(億円)

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

(％)要管理債権
危険債権
破産更生債権

今年度末の不良債権残高

部分直接償却実施後部分直接償却実施前

金融再生法開示債権残高・比率

不良債権比率は、2005年3月末に4%台を目指す不良債権比率は、2005年3月末に4%台を目指す

不良債権比率
（部分直償後）

不良債権比率
（部分直償後）

不良債権比率
（部分直償前）

不良債権比率
（部分直償前）

計画
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1,572

406

516

641
633 653

597 627

705
678

715
684

730

309

502

352

210

348

775

1,105

541

944

340
289

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

1800

94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05

実質業純を大きく下回る信用コスト

信用コストは実質業務純益を大幅に下回り、巡航速度へ信用コストは実質業務純益を大幅に下回り、巡航速度へ

（億円）

（計画）

/3期
信用コスト＝不良債権処理額 ＋ 一般貸倒引当金純繰入額
実質業務純益＝業務純益－一般貸倒引当金純繰入額

実質業務純益実質業務純益

信用コスト信用コスト

実質業務純益と信用コスト

上期は
44億円

上期は
44億円

上期は
355億円

上期は
355億円
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預け金
1,993億円

有価証券

14,587億円

預金

72,664億円

有価証券運用の増強

2004年3月末

預け金
926億円

有価証券

17,946億円

＋3,359億円

預金

73,879億円

＋1,214億円

2004年9月末

収益向上を目指し有価証券運用を拡大収益向上を目指し有価証券運用を拡大

コールローン
1,726億円

コールローン
853億円

増減内訳

国債 ＋1,643 

地方債・社債 ＋1,085 

株式 ▲ 205 

外国証券、他 ＋835 

＋3,359 合計

▲1,939億円

　　　　

　　　　　　　　　　　　　

有価証券運用拡大による
資金利益増加額 ＋４億円
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3.8

2.9 3.0

3.3

1.6

2.4

2.0
2.2 2.2

2.93.0

2.6

0

1

2

3

4

00/3 01/3 02/3 03/3 04/3 04/9

固定利付債（除く短期国債）

全体

（年）

金利上昇の影響

金利上昇に強いポートフォリオを構築、収益へのマイナスの影響は限定的金利上昇に強いポートフォリオを構築、収益へのマイナスの影響は限定的

円債の平均残存期間

10ﾍﾞｰｼｽ･ﾎﾟｲﾝﾄ･ﾊﾞﾘｭｰ

約26億円

10ﾍﾞｰｼｽ･ﾎﾟｲﾝﾄ･ﾊﾞﾘｭｰ

約26億円
※パラレルシフトの場合

住宅ローン 事業者向け貸出

変動金利

変動金利

固定
（残存3年以内）

3.4兆円

1.6兆円

金利種類別貸出金（04/9末）

固定
（残存3年以内）

固定
（残存3年超）

※残存期間は金利更改日ベース

債券債券 貸出金貸出金

金利上昇に備えた債券運用を実施。
→円債全体の平均残存期間　2.2年

→短期国債を除いた円貨固定利付債の平均残存期間　3.0年

→10ベーシスポイントバリューは約26億円にとどまる

金利更改期間の短い住宅ローンの積極的取り込み。
→住宅ローン全体のうち、91％が金利更改まで3年以内。

高い金利感応度を有する事業者向け貸出。
→事業者向け貸出のうち96％が金利更改まで3年以内。
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3.3%

3.8%
3.9%

5.9%
6.6%

7.1% 7.4%

3.6%

2.4% 2.5%
1.5% 1.4%

11.0%11.0%
10.4%

9.2%

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

99/3 03/3 04/3 04/9

健全な財務体質の維持・向上

TierⅠ

TierⅡ

ＴｉｅｒⅠに占める
繰延税金資産
の割合

19.9%

ＴｉｅｒⅠに占める
繰延税金資産
の割合

19.9%

連結自己資本比率（BIS国際基準）

繰延税金資産

利益の積み上げにより自己資本比率、TierⅠ比率は着実に上昇利益の積み上げにより自己資本比率、TierⅠ比率は着実に上昇



「『価値創造』へ向けて　挑戦と革新の100週間」

（仮称）

新中期経営計画のアウトライン
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新中期経営計画：「『価値創造』へ向けて

　　　　挑戦と革新の１００週間」（仮称）

経営システムの不断の変革経営システムの不断の変革ゆるぎない営業基盤の確立ゆるぎない営業基盤の確立

○個人部門：一段の経営資源シフト

　　　　　　ワンストップサービスの実現

○法人部門：迅速なソリューションの提供

○マーケット部門：マーケット運用力の強化

○個人部門：一段の経営資源シフト

　　　　　　ワンストップサービスの実現

○法人部門：迅速なソリューションの提供

○マーケット部門：マーケット運用力の強化
主 要
課 題

主 要
課 題

○ガバナンス態勢・コンプライアンス態勢・リスク管理態
勢の高度化

○機動的な経営資源の配分

○スリムで強靭な経営体質の維持

○戦略的な収益管理の実践

○ガバナンス態勢・コンプライアンス態勢・リスク管理態
勢の高度化

○機動的な経営資源の配分

○スリムで強靭な経営体質の維持

○戦略的な収益管理の実践

目　標目　標

１７年度１７年度

単体
業務純益

単体
業務純益 ROAROA ROEROE OHROHR TierⅠ比率TierⅠ比率連結

当期純利益

連結
当期純利益

１８年度１８年度

市場優位性・持続的収益力・ブランド力　の飛躍的向上市場優位性・持続的収益力・ブランド力　の飛躍的向上

５年後の
ありたい姿

５年後の
ありたい姿

４４０億円４４０億円 ０．４％以上０．４％以上 ８．５％以上８．５％以上 ５０％未満５０％未満 ８％　以上８％　以上８１０億円８１０億円

３８０億円３８０億円 ０．４％程度０．４％程度 ８．０％以上８．０％以上 ５０％程度５０％程度 ８％　程度８％　程度７４０億円７４０億円

千葉県内全地域・全商品で圧倒的シェア
業務粗利益１,８００億円、業務純益１,０００億円、 ROE１０％

千葉県内全地域・全商品で圧倒的シェア
業務粗利益１,８００億円、業務純益１,０００億円、 ROE１０％

経営指針：進化しつづける『地域の総合金融サービスグループ』の実現経営指針：進化しつづける『地域の総合金融サービスグループ』の実現
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高い成長ポテンシャル

　
　
　
　
　
　
　
成
　
長
　
性
　
　
人
口
増
加
率
*

千葉市以西
地域

約30％

規　　模（人口）

ﾏｰｹｯﾄ
（全金融機関
預貸和）

シェア
（当行　
預貸和）

（　　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

）

人口　約450万人
人口増加率2.9％
預貸和　25兆円

その他
地域
約50％

人口　約150万人
人口増加率△0.8％
預貸和　5兆円

人口約450万人

成長性の高い千葉市以西地域及び隣接地域へ経営資源をシフト成長性の高い千葉市以西地域及び隣接地域へ経営資源をシフト

人口約150万人

茨城隣接地域　
人口約60万人

東京・埼玉
隣接地域　
人口約180万人

*1998年から2002年までの増加率

成田国際空港

東葛テクノプラザ

浦安エリア

幕張メッセ

●当行店舗所在地

成熟地域及び本部よりシフト

中途採用者の配置等

成熟地域及び本部よりシフト

中途採用者の配置等

第一段階として

営業人員　　１00人　増強

第一段階として

営業人員　　１00人　増強
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銀行

信託信託

証券証券

証券仲介業参入予定

信託業務取り扱い範囲拡大へ

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞの有料による取扱い
（04/11）

規制緩和された金融業務

投信窓販参入（98/12）

損害保険業務参入（01/4）
年金保険窓販参入（02/10）

保険保険
保険商品の全面解禁へ

カードカード
リボ・総合割賦解禁を
受け、クレジットカード
本体発行へ（05/4予定）

規制緩和が検討されている金融業務

金融のワンストップサービス実現へ

規制緩和に積極的に対応、ワンストップサービスを提供し顧客利便性と収益の多様化を追求規制緩和に積極的に対応、ワンストップサービスを提供し顧客利便性と収益の多様化を追求
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キャッシュ・クレジット一体型カード

　

クレジットカードの本体発行・一体型カード発行により、マスリテール取引を一層強化クレジットカードの本体発行・一体型カード発行により、マスリテール取引を一層強化

カード発行枚数

カードローン残高

年間ショッピング取扱高

2004年3月末 実績 2010年3月末 計画

子会社2社で　約46万枚

同　123億円

同　658億円

77万枚

340億円

1,200億円

クレジットカード本体発行

高いインセンティブにより
銀行本体で営業推進

←ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ・ｶｰﾄﾞﾛｰﾝのご利用

ｷｬｯｼｭｶｰﾄﾞ・Jﾃﾞﾋﾞｯﾄのご利用→

001 - 1234567

ＣＨＩＢＡ　ＢＡＮＫ

ＳＵＰＥＲ　ＣＡＲＤ
ＸＸＸＸ　ＸＸＸＸ　ＸＸＸＸ　ＸＸＸＸ

ＣＨＩＢＡ　ＴＡＲＯ　　００／００

①ショッピング
②カードローン
③キャッシング ①初年度年会費無料

②初年度ＡＴＭ時間外／コンビニ
　　ＡＴＭ利用手数料無料

クレジット機能

特典

①普通預金
②デビットカード
③バックアップ融資

キャッシュ機能
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銀行銀行

グループ

全てのお客さまニーズに対応

窓口

（25ヶ店）

コンタクト

センター

証券証券

県内150店舗のネットワーク

個人預金5.6兆円の強固な基盤

県内預金シェア36％

現物株式など

委託証券会社

千葉県地盤の総合証券会社

県内11店舗

当行ｵﾘｼﾞﾈｰﾄ商品

事業債、外債、
株式　など

信用取引、先物取引など外債・事業債など

日本の個人金融資産1,400兆円に占める投資型金融商品の割合は約11％（150兆円）
　⇒『貯蓄から投資へ』 ドイツ並みに25％まで拡大した場合→約350兆円（約200兆円増）＝県内で約9兆円増

証券仲介業に参入、グループ全体で高度化・多様化するお客さまニーズに対応証券仲介業に参入、グループ全体で高度化・多様化するお客さまニーズに対応

証券仲介業への参入




